
令和７年度６月補正予算案 

予算案の概要 

福  井  県 

配布資料ＮＯ.２ 



令和７年度６月補正予算案 

 

１ 予算の規模  

一般会計の６月補正予算額             ５２億円 

この結果、一般会計の予算現計           ５，０６９億円 
                                            （対前年度比 0.3％増） 

 

２ 予算の概要 

① 国道１５８号の災害への対応           ２６億円 

  ・通行止め解消に向けた仮設道路の設置 

  ・奥越地域への誘客促進 

② 米国関税措置・物価高への対応         ２０億円 

  ・関税措置の影響を受ける事業者への支援 

  ・酒蔵への酒米確保支援 

 ・電気・ガス料金、燃料価格の負担軽減支援 

③ その他の事業                  ６億円 

・将棋竜王戦の開催を契機としたプロモーション など 

   

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：百万円）

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） （Ａ／Ｂ）

会計区分

７　年　度
６年度

６月現計
増減 対前年度

伸 び 率既決予算 ６月補正 現計予算

▲1,209 98.3%

一般会計 501,734 5,146 506,880 505,209 1,671

48,573 46,864 1,709

100.3%

特別会計 69,555 69,555 70,764

103.6%

計 619,862 5,146 625,008 622,837 2,171 100.3%

企業会計 48,573
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１　国道１５８号の災害への対応

土木施設の災害復旧事業 2,500,000

[－]

奥越地域への誘客促進事業 37,768

[－]

予 算 額
［７年度当初予算額］

（単位：千円）

（交流文化部誘客推進課）

　国道１５８号の仮設道路開通に合わせ、奥越地域への誘客促進を図るため、奥越地域へ
のアクセスや観光地情報等の発信を強化します。
　　事業内容　中京圏メディア等での情報発信　等

（土木部砂防防災課）

　国道１５８号の大規模斜面崩壊に対し、一日も早い通行止めの解消を目指すため、応急
対策工事等を行います。
　　事業内容　仮設道路（迂回路）の設置
　　　　　　　復旧工事の設計
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２　米国関税措置・物価高への対応

米国関税措置対策支援事業 211,093

[－]

県制度融資による資金繰り支援 744,800

[29,040,324]

県産清酒生産安定化支援事業 150,857

[－]

電気・ガス料金負担軽減支援事業 480,231

[－]

（産業労働部産業技術課）

　酒米の価格が高騰している中、県内酒蔵が十分な酒米の量を確保できるよう、令和７年
産酒米の購入費を支援します。
  　事　業　内　容　令和７年産の酒米（好適米、加工用米）の令和６年産からの価格
　　　　　　　　上昇分の一部を補助
　　補助対象者　清酒の製造免許を有する県内企業
　　補　助　要　件　価格転嫁を含めた経営安定化に向けた事業計画を策定すること
　　補　助　率　県１／２以内

　米国の関税措置により影響を受ける中小企業の資金需要に対応するため、経営安定資金
の融資枠を拡大のうえ「経営安定資金（米国関税対策分）」を創設し、中小企業の資金繰
りを支援します。
　　事業内容　経営安定資金（米国関税対策分）の創設
　　　　　　　　　融資限度額　０．８億円
　　　　　　　　　融 資 利 率　１．５％以下
　　　　　　　　　保 証 料 率　０．３５％～１．７０％
　　　　　　　　　保証料補給　１／３補給

予 算 額
［７年度当初予算額］

（単位：千円）

（産業労働部経営改革課）

　米国関税措置により、直接的・間接的な影響を受ける中小企業を対象に、影響を最小化
するために行う収益力向上に資する取組みを支援します。
　　事　業　内　容　販路拡大や省力化等の収益力向上につながる取組みへの支援
　　補　助　率　県２／３
　　補助上限額　２００万円
　

（産業労働部経営改革課）

（産業労働部経営改革課）

　国が実施する支援にあわせ、事業者等に対し、電気・ガス料金の一部を支援します。
　　高圧電力、特別高圧電力、工業用ガスを利用する県内の中小企業に対する支援
　　  　支給額　電気・ガス料金の増加額が１０万円以上　　　　　　  １８万円／件
　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　５万円以上１０万円未満　  　９万円／件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５万円未満　　 　　　　 ４．５万円／件
　　特別高圧電力利用者に対する支援（国および公的機関を除く）
　　　　支給額　１事業者あたりの上限額２４０万円／月（最大７２０万円）
　　ＬＰガス利用者に対する支援
　　　　支給額　１か月の利用料金が１０万円以上の事業者　　　　　　  １万円／件
　　　　　　　　　　　　　　　　　１０万円未満の事業者、一般家庭　  １千円／件
　　対象期間　令和７年７月～９月
　　財　　源　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国１０／１０）
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交通事業者・福祉施設等への支援事業（電気料・燃料価格負担軽減支援） 372,526

[－]

ふくいの農業生産緊急支援事業 16,605

[－]

漁業経営セーフティネット支援事業 30,454

[－]

　　　　　　　（部局連携：総務部大学私学課、未来創造部新幹線・交通まちづくり局地域鉄道課、交通まちづくり課、
　　　　　　　　　　　　　交流文化部誘客推進課、観光政策課、健康福祉部地域福祉課、長寿福祉課、障がい福祉課、

　　　　　　　　　　　　　児童家庭課、健康福祉部健康医療局地域医療課、医薬食品・衛生課）

　国が実施する支援にあわせ、地域公共交通機関、医療・福祉施設等に対し、電気料・燃
料価格の一部を支援します。
　　対象期間　令和７年７月～９月（電気）
　　　　　　　令和７年４月～国の支援終了時期（燃料）
　　財　　源　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

（農林水産部園芸振興課）

（農林水産部水産課）

　燃油価格の上昇分を補填する国の制度にかかる積立金の支払いに対して支援を行い、漁
業者の経営安定化を図ります。
　　事業内容　漁業者が支払う「漁業経営セーフティネット構築事業」積立金への支援
　　対象期間　令和７年４月～国の支援終了時期（燃料）
　　補 助 率　漁業者積立金の１／２

　燃油価格の上昇分を補填する国の制度にかかる積立金の支払いに対して支援を行い、農
業者の経営安定化を図ります。
　　事業内容　農業者が支払う「施設園芸セーフティネット構築事業」積立金への支援
　　対象期間　令和７年１１月～国の支援終了時期（燃料）
　　補 助 率　農業者積立金の１／２

補助事業者 支援内容 補助事業者 支援内容

貸切バス 　９，０００円／台　　※ 救護施設 　　１，６７０円／人

遊覧船 　１２０，０００円／艘　※

スキー場　※民間
３年度からの増加分

(営業日数に応じて支援)

※国の支援期間が令和７年４月～令和８年３月の場合の支給額

補助事業者 支援内容 補助事業者 支援内容

【交通・運輸・観光】 【医療・福祉施設等】

地域鉄道、路線バス
高速・空港連絡バス

３年度からの増加分
(実績に応じて支給)

病院、薬局、
歯科技工所等

 有床　　８，２５０円／床
 無床　１８，７５０円／施設

　　８００円／人

私立保育所等
 高圧　　　４２０円／人
 低圧　 　 ３５０円／人

タクシー
自動車運転代行

　１５，０００円／台　※ 児童入所施設

【学校等】

私立幼稚園
 高圧  　　８３０円／人
 低圧  　　６９０円／人

私立小中高等学校
私立専修学校

 高圧　　４，５１０円／人
 低圧　　１，７６０円／人

トラック
　　　３，０００円～
　　１８，０００円／台　※
　 (車両区分に応じて支給)

高齢者施設
障がい福祉施設

 入所　  １，８００円／人
 通所    １，４４０円／人
 訪問　１１，８５０円／施設

-4-



　

農業水利施設電気料金高騰対策事業 17,489

[－]

（農林水産部農地保全整備課）

　農業水利施設の維持管理にかかる電気料金の高騰分に対して支援を行い、施設管理者の
負担を軽減します。
　　事業内容　電気代高騰額（令和２～５年度の平均価格との差額）に対する支援
　　補 助 額　高騰額の７割（省エネルギー化計画の策定施設）
　　　　　　　高騰額の５割（その他施設）
　　対象期間　令和７年６月～９月
　　事業主体　土地改良区等
　　財　　源　農業水利施設省エネ推進事業補助金
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３　その他の事業

竜王戦を契機とした誘客プロモーション事業 12,959

[－]

病床数適正化支援事業 410,400

[－]

分娩取扱施設・小児医療施設支援事業 35,400

[－]

医師偏在対策診療所承継・開業支援事業 41,862

[－]

（交流文化部誘客推進課）

　竜王戦の対局に合わせ、福井の観光資源を活用したＰＲを実施することにより、県内へ
の誘客促進を図ります。
　　事業内容　竜王戦の開催を記念した県内恐竜モニュメント等の装飾
　　　　　　　全国紙への観光ＰＲ情報の掲載　等

予 算 額
［７年度当初予算額］

（単位：千円）

（健康福祉部健康医療局地域医療課）

　地域でこどもを安心して生み育てることのできる周産期医療体制・小児医療体制を確保
するため、運営に係る経費等を支援します。
　　事業内容　分娩取扱施設への支援
　　　　　　　　　分娩取扱件数が減少している分娩取扱施設への給付
　　　　　　　　　　　給　付  額　病院・診療所　２５０万円／施設
    　　　　　　　　　　　　　　　助産所　　　　１００万円／施設
　　　　　　　　　　　給　付  率　国１０／１０
　　　　　　　　　分娩取扱施設が少ない地域に所在する病院・診療所への支援
　　　　　　　　　　　補助上限額　５７０万円
　　　　　　　　　　　補  助  率　国１／４、県１／４
　　　　　　　小児医療施設への支援
　　　　　　　　　小児延べ入院患者数が減少している小児医療施設への給付
　　　　　　　　　　　給　付　額　小児部門の病床数×２５万円
　　　　　　　　　　　給　付　率　国１０／１０
　　財　　源　医療施設等経営強化緊急支援事業

（健康福祉部健康医療局地域医療課）

　医療需要の変化を受けて病床数の適正化を進める医療機関を支援します。
　　事業内容　病床の削減数に応じて、医療機関への給付金を支給
　　給 付 額　４１０．４万円／床
　　給 付 率　国１０／１０
　　財　　源　医療施設等経営強化緊急支援事業（国１０／１０）

（健康福祉部健康医療局地域医療課）

　医療機関が少ない重点医師偏在対策支援区域における、診療所の承継や開業を支援しま
す。
　　事業内容　丹南、奥越、嶺南地域における診療所の承継および開業を支援
　　　　　　　　　施設整備事業
　　　　　　　　　　　補助対象　施設整備に係る経費
　　　　　　　　　　　補 助 率　国１／３、県１／６
　　　　　　　　　設備整備事業
　　　　　　　　　　　補助対象　医療機器の購入経費
　　　　　　　　　　　補 助 率　国１／３、県１／６
　　　　　　　　　地域への定着支援事業
　　　　　　　　　　　補助対象　人件費、消耗品費　等
　　　　　　　　　　　補 助 率　国４／９、県２／９
　　財　　源　医療施設等施設整備費補助金　等
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電子処方箋活用・普及促進事業 82,939

[－]

（健康福祉部健康医療局医薬食品・衛生課）

　医療の安全性や利便性等の向上を図るため、医療機関および薬局における電子処方箋の
導入を支援します。
　　事業内容　電子処方箋の導入費用を支援
　　補助対象　医療機関および薬局
　　補 助 率　病院　　　　　国１／９、県１／１８
　　　　　　　診療所・薬局　国１／６、県１／１２
　　財　　源　医療提供体制推進事業費補助金
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